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フ・バランス政策が推進されることとなる。2007 年 12 月，「仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）憲章」と「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が関係閣僚，経済界・
労働界・地方公共団体の代表者等らで策定され，ワーク・ライフ・バランス政策への第一歩が





































































1990 年代終わりから 15 年近くも 3万人を超える自殺者を出している。自殺者の 7割を男性が
占め，とりわけ経済状況と連動している様子が見て取れる。すなわち，1980 年代の円高不況
時に男性自殺者は 15,000 人台を突破し，再び急増するのがバブル経済崩壊後の平成不況に入
る 1990 年代終わりで，23,000 人台に突入する（厚生労働省，2016a，p. 2）。自殺による死亡















































2016 年に実施された連合の調査によれば（以下，『連合調査 2016』と略す），2015 年と比較
して，男性正社員の所定外労働を行う人の割合も増加し，その時間も長くなっている。また，
2016 年では男性正社員の半数以上に所定外労働があり，所定外労働時間の平均は 49.4 時間で，












































































 2 サービス残業をジェンダーの視点から分析したものは，柚木，2006 を参照のこと。
 3 男性の週 60 時間以上の長時間労働者と，女性の週 35 時間未満の短時間労働者の増加という「性別に
よる労働時間の二極分化」傾向はこのころに定着したのである 。森岡孝二，2009；柚木，2006 を参
照のこと。
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